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Abstract: 広域複合的な自然災害やコロナ感染症危機に直面する今日，それらの危機を管理して，地域コミ
ュニティの暮らしを守るためには，パブリックセクター，プライベートセクター，ソーシャルセクターの垣

根を超えて，それらの役割を兼有できる組織が必要である．地域型の複合企業−地域コーポレーション−は，
各セクターそれぞれに生じる複合的なニーズに応えるビジネスモデルを立案して実施し，それらの成果を中

長期的に統合する機能を有する．地域コーポレーションを体現するグリーンファンドグループは，アドボカ

シー，エネルギービジネス，市民啓発活動を実施し，石狩市におけるコミュニティウィンドファームを含む

31基の風力発電事業を推進している．その成功要因には，(1)社会変革ビジネスモデル（加藤 : 2017b），（２）
非営利活動と営利事業を併有する経営形態（加藤 : 2017a），（３）政策形成と地域ビジネスの統合機能（加藤 :
2021），（４）セクターを横断するネットワーク（加藤 : 2021b）がある．地域コーポレーションは，特有のネ
ットワークを形成し，関係する個人，企業，自治体，地域社会に，協働の場（platform）から生まれるプロダ
クツとサービスを提供し，同時に，彼らの日常的なニーズに応答することによって信頼関係を構築する．こ

のような地域コーポレーションが有するネットワークの特性（特徴，成立条件，役割の各項目）を，ハイブ

リッド組織の価値創造アプローチ(Jan-Erik Johanson, Jarmo Vakkuri : 2021)の３つの特徴−価値の混合（Mixing），
妥協（Compromising），正当化（Legitimating）−と対照した結果，地域コーポレーションは，それらの概念を
分有しているが，時系列に並ぶことはなく，複数のセクターの要素が重なり合う領域に，複数の要素を包含

して出現していることがわかった．このロジティクスの中心に「信頼醸成メカニズム」がある．

1. はじめに
広域複合的な自然災害やコロナ感染症危機に直

面する今日，地域経済を支える企業は，管理可能な

サプ ライチェーンでプロダクツを提供し，事業の持

続性を図る必要に迫られている．地域型の複合企業

−地域コーポレーション−は，こうしたニーズに応え

るビジネスモデルで地域経済システムの創造に寄与

している．地域コーポレーションを体現するグリー

ンファンドグループは，非営利活動と営利事業の両

方の経営形態を有して，石狩市のコミュニティウィ

ンドファームを含む 31 基の風力発電事業を実施し

てきた．その活動と事業において，(1)地域の再生可

能エネルギー政策と地域型のエネルギービジネスの

成果を統合し，(2)セクターを横断するネットワーク
を形成する．本稿では，地域経済システムの創出に

欠かせな い(2)ネットワーク形成機能に着目し，そ

の特徴・成立条件・役割を明らかにする．

2. 研究の目的と手法
2.1 研究の目的 
政府の政策体系に，別の論理（ビジネスや市民社

会で活用される方法論等）を折り合わせ，その過程
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を社会が受容するアプローチを探究するハイブリデ

テ ィ 研 究 が あ る （ Jan-Erik Johanson,Jarmo 

Vakkuri：2021)．この研究の目的は，パブリック・

プライベート・ソーシャルセクターのシステムの違

いを乗り越える領域で価値を創造するメカニズムを

導き出すことにある．地域コーポレーションのネッ

トワーク形成機能を明らかにすることにより，この

目的に対する解の１つを提示する． 
 

2.2 研究手法 
2つの研究課題―（１）地域コーポレーションの

成功要因には「ネットワーク形成機能」がある．こ

の機能は，いかに形成されたのか（特徴・条件・役

割）．（２）地域コーポレーションのネットワーク

形成機能は，どのような価値創造メカニズムを明示

するのかーを設定する．（１）に対して，2016 年に

実施した組織診断（パブリックリソースセンター組

織診断ツール/Capacity Building 3．0)の結果から，

ネットワーク形成機能の特徴，成立条件を取り出す

（２）に対して，関係者へのインタビュー（対面質

問紙法及び半構造型ヒアリングを実施し，ネットワ

ークの形成に伴って関係者に生じる感情の相互作用

（「信頼」が醸成されるプロセス）を明らかにする． 
 

3. 分析結果 
地域コーポレーションのネットワーク形成機能の

特徴，成立条件，役割は以下の通りである． 
 

3.1 特徴 
（１） 多セクター間に３種類のネットワークが形

成され，関係者が参加する協働の場（platform）
が運営され, 協働の場（platform）から，多様

な形態の事業プランが地域横断型で創出さ

れている． 
（２） 参画者のネットワーキングが促進され，事

業遂行能力（capacity）が強化されている． 
（３） ネットワークを活用して，自治体，企業，市

民のニーズに，日常的に柔軟に応えている． 
 

3.2 成立条件 
（１） 組織の壁やセクターの違いを越えて協力関係

を構築しようとする意思 
（２） 非営利活動及び営利事業を接合し管理する事

務局 
（３） 非営利活動及び営利事業の事業開発と財務 
（４） 担い手の育成手法 
（５） 地域ニーズに応えるプロダクツとサービス

の提供 

3.3 役割 
（１） 各セクターの関係者のネットワーキング 
（２） 各地域の事業者に必要な情報を提供する 
（３） 関係者を協働の場（platform）に誘引する 
（４） 後続の組織をリードする 
 
地域コーポレーションは，アドボカシーとブロダ
クツの提供によって，自治体や地域住民のニーズに
応え，遂行中の非営利活動と営利事業への「信頼」
を取りつけている． 
 

4. 考察 

4.1 ハイブリデティ及び価値創造の視点か
らの考察 

 

ハイブリデティには，３つの価値創造プロセス−① 
Mixing（政策形成に他の論理を組み合わせる），② 
Compromising（既存の事業に異なる論理を折り合わ
せて目的を達成する），③Legitimating（実践が市
民に受容される）がある．地域コーポレーションは，
再生可能エネルギー政策と地域型エネルギービジネ
スの成果を統合することができるゆえに，主に，①
Mixingと②Compromisingの機能を有するといえる．
他方，地域コーポレーションの活動や事業には，ネ
ットワークの形成に伴って，関係者に生じる感情の
相互作用（「信頼」）が包含されている．この「信
頼醸成のメカニズム」は，分析結果から，②
Compromisingの機能を強化し，③Legitimatingを促
進する機能を有するといえる． 
 

4.2 集合知に繋がる協働・共創価値創造の視
点からの考察 

 

協働・共創価値を創造する試みとして，「里山×

STEAM MINOKAMO2030」がある．この事業は，ICTプラ

ットフォーム・DMM（Diamond Mandala Matrix）を活

用して，新たな市民と企業・研究者が協働で共創の

仕組み（：多様性によるイノベーションの創出プラ

ットフォーム）を構築し，関係性が強まる政策形成

過程を創造しようとするものである． 

一方,既存の産業の構造を持続可能なものに改良

する方法論の１つである Social innovation理論で

は，「Social innovationには境界がなく，公共・非

営利および営利のすべての領域で起こりえるもので

あり，実際，最も創造的な活動は，境界線上で生じ

る(Murray et al：2010)」とされる． 

DMM（Diamond Mandala Matrix）を活用して，多様

な市民と企業・研究者が参加して実践される「里山

×STEAM MINOKAMO2030」は,「境界線上で生じている

Social innovation」の１形態といえるかもしれない． 



5. 今後の課題 
本研究から，以下の教訓を得た．（１）セクター横

断型の社会事業を具体化する上では，市民や地域社

会から信頼を獲得するメカニズムを設計し, （２）非
営利活動と営利事業を統合する能力を有するオペレ

ーター（事務局）が，事業の遂行を管理することが

必要である．当該社会事業の成否は，一般的に参画

する組織のリーダーの技量に依拠する部分は少なく

ないが，属人的な貢献度に左右されずに当該事業が

持続するしくみ（＝社会的装置）を見出したい． 
協働型の学習・共創価値を創造する事業開発と実

施は, その選択肢の１つになると考えられる. 実践

事例が増えることを期待する． 
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